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第５章 新庁舎の機能について 
 

構想編に記載した「基本理念」に基づき、新庁舎に導入する機能を５つの基本方針に

応じて検討します。 

 

 
＜５つの基本方針と対応する新庁舎の導入機能＞ 

 
  

基本理念  ○○○○○○○○○○○○○○○○ 
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 基本方針１：人にやさしく市民に親しまれる庁舎   

５－１ 窓口機能 
 

窓口業務を行う関連部署を低層階に集約し、市民の利便性を重視した配置とします。 

また、各窓口がわかりやすいサインを表示するとともに、手続きに伴う各種相談がで

きるようプライバシーに配慮します。 

 

（１）サービス形態 
市民が利用しやすい行政サービスの実現に向けて、各種申請、届出・相談、手続き等

の用件が同じフロアで済む「③ワンフロアストップサービス」を基本に検討します。 

＜表：検討されるサービス形態（①・②）＞ 
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＜表：検討されるサービス形態（③）＞ 

 
 
 

＜表：現庁舎の主な窓口業務を行う部署一覧＞ 

 

 



第５章 新庁舎の機能について 

4 

（２）窓口カウンター 
証明書交付、各種届出などの窓口は、車いす利用者に配慮し、高さが異なるカウンタ

ーを設置します。 

各カウンターには、わかりやすいサイン（色使いやピクトグラム*1 等）を表示し、

誰もが利用しやすく円滑に行政サービスが提供できるカウンターデザインとします。 

また、個人情報の保護やプライバシー等に配慮し、各窓口カウンターには仕切りを設

置します。 

 

 
＜窓口カウンターのイメージ（甲府市役所）＞ 

 

 

 

   

＜ピクトグラムの事例＞ 

 

 

 

 

 

*1 ピクトグラムとは、一般に「絵文字」「絵単語」などと呼ばれ、何らかの情報や注意を示すため

に表示される視覚記号（サイン）の一つである。地と図に明度差のある 2 色を用いて、表したい概

念を単純な図として表現する技法が用いられる。  
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（３）相談スペース 
相談スペースはプライバシーに配慮し、来庁者の相談内容に丁寧な対応ができるよう、

パーティションで仕切られたスペースや個室などを設置します。 

 

 
＜相談スペースのイメージ（土浦市役所）＞ 

 

 

５－２ 行政事務機能 
 

人口減少による行政機能のコンパクト化や、建設コストの削減を念頭に置き、行政事

務スペースは、間仕切りのないオープンフロアを基本とし、効率的で最小限の床面積と

するために、ユニバーサルレイアウトの導入やファイリングシステム*1 等を導入します。 

 

（１）執務スペース 
従来のレイアウトは担当課ごとにデスクの「島」を作っているため、担当課内のコミ

ュニケーションは取りやすいものの、人数によって無駄なスペースや、レイアウトが煩

雑になるデメリットがあります。 

ユニバーサルレイアウトは、デスクレイアウトを固定化し、移動式のキャビネットな

どを使用することで、人数の変化等に応じて職員の移動が可能になるものです。 

庁舎は、人口減少による職員数の変化や情報技術の革新など、将来的に執務スペース

の利用が変化しやすいことから、コンパクトかつ柔軟で効率的な職場配置を可能とする

ユニバーサルレイアウトを導入します。 

 

 

 

*1 ファイリングシステムとは、文書、帳票などの管理・保管をシステム化したもの。文書等が共

有化され、文書量の削減や迅速に取り出せるなどの効果が期待される。  
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＜表：執務室レイアウトの比較＞ 

 

 

 

 

＜執務室のユニバーサルレイアウトのイメージ（北本市役所）＞ 
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（２）会議室・書庫等 
会議室は、会議形態や利用人数に合わせて柔軟に対応できるように、可動間仕切りを

採用します。 

また、日常的に使用する、打合せスペースや作業スペースを各フロアに確保します。 

行政事務スペースに資料等の保管場所を確保するとともに、増え続ける行政文書に対

して、ファイリングシステムの導入や文書の電子化を進め、保管文書のスリム化と書庫

スペースの効率化を図ります。 

労働安全衛生規則に基づく休養室を設置するとともに、着衣等を収納するスペースな

どを設置します。 

 

 

＜可動間仕切りのある会議室イメージ（北広島市役所）＞ 

 

 

 

＜ファイリングシステム導入のイメージ＞ 

 

  



第５章 新庁舎の機能について 

8 

５－３ バリアフリー・ユニバーサルデザイン機能 
 

来庁者が目的の場所にスムーズに行ける仕組みづくりや、あらゆる人にとって使いや

すく、分かりやすい施設とします。導入にあたっては、「高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律」に基づき、さらに「北海道福祉のまちづくり条例」におけ

る整備基準を目標とします。 

 

（１）フロア案内 
来庁者の目的である窓口を案内する、総合案内を設置します。また、国籍や性別、年

齢、障がいの有無などにかかわらず、あらゆる人にとって施設配置が分かりやすい案内

表示板を設置します。 

 

（２）移動空間 
出入口や通路の段差をなくし、車いす利用者や高齢者、子ども等が安全に移動できる

ように配慮します。 

また、上下階への移動が容易となるように、主要な出入口から分かりやすい位置に、

エレベーターを設置します。 

さらに、庁舎入口付近に障がい者の方などに配慮した駐車場を設け、雨に濡れずに庁

舎へアクセス可能な庇等を設置します。 

 

（３）共用スペース 
乳幼児を連れた来庁者のために、授乳室やキッズスペース等を設置します。 

また、各階にオストメイトや車いす対応の多目的トイレを設置し、子育て世代や高齢

者など多様な来庁者へ対応できる空間を整備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜サインのイメージ（札幌市白石区複合庁舎）＞ 
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５－４ 議場・議会関連諸室機能 
 

議会機能については、市政の重要なことを審議決定する議決機関としての独立性を考

慮するとともに、効率の良い形態かつ市民に開かれた議会となるよう検討します。 

 

（１）市民に開かれた議会 
議場や通路等は、ユニバーサルデザインを基本とし、より一層市民に開かれた議会と

なるよう進めます。 

また、議場は固定席とせず、収納できるようにすることで、災害時に開放できるなど

多目的なスペースとなるよう検討します。 

 

（２）議会関連諸室の整備 
委員会室や議員控室、正副議長室等の関連諸室に関しては、議会活動を円滑で効率的

に実施できるような配置とします。 

 

（３）議会情報発信 
来庁した市民が、容易に議会情報を入手できる環境を整備します。 
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 基本方針２：防災拠点となる庁舎   

５－５ 防災拠点機能 
 

災害発生時には、庁舎内に災害対策本部を設置し、情報の迅速な収集や発信、関係機

関との連携、救援・復旧活動の指揮を担う防災拠点となるほか、継続して業務を行う必

要があります。 

また、想定外の津波・洪水に考慮し、緊急時には周辺住民等の一時避難場所としても

利用します。 

 

（１）災害対策本部の整備 
災害発生時には、指揮系統の中心となる災害対策本部が設置できるスペースや関連機

器を整備します。 

また、業務継続を行うための重要諸室（電気室やサーバー室等）は浸水対策のため、

中層階以上に設置します。 

さらに、サーバー室や災害情報等の機器類には、免震対策を行います。 

 

（２）ライフラインの確保 
災害対策本部機能を含めた業務継続のため、国の指針に基づき「72 時間」外部から

の供給なしで非常用電源を稼働できる環境を整備します。 

また、一定期間の災害対策活動に必要な燃料や飲料水等を確保します。 

 

（３）一時避難場所の確保 
周辺住民等が想定外の規模の災害が発生した際に、一時避難できるスペースを確保し

ます。 

また、一時避難場所は、会議室等を兼用することとし、津波・洪水による災害時には、

中層階以上に確保します。 

また、業務継続に必要な資機材や食料品等を常備します。 

 

（４）業務計測計画（BCP）に求められる施設整備 

災害対策本部機能を維持するため、必要な燃料や飲料水等を確保します。 

また、災害時における業務継続計画（BCP）を策定し、優先的に再開する業務に必要

な諸室や必要機器等を整理します。 
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５－６ セキュリティ機能 
 

庁舎内は、市民の個人情報や行政情報など重要な情報を多数取り扱うため、情報の保

護や防犯などのセキュリティ対策を適切に行います。 

 

（１）入退室管理 
各諸室やエリアの重要度に応じたセキュリティレベルの設定を行い、レベルに合わせ

た入退室管理を行います。 

サーバー室や書庫等高いセキュリティ管理が求められる場所には、ＩＣカード等によ

る施錠により、入退室管理を行うなど、特定の職員しか入室できない環境を整備します。 

閉庁時にイベント等で開放する場合は、市民利用エリアと執務室エリアをシャッター

等で区画します。 

 

 

＜新庁舎におけるセキュリティレベルのイメージ＞ 

 

（２）情報の保護 
市民が利用する共用エリアと執務エリアを区分し、個人情報保護に配慮した執務室や

座席のレイアウトとします。 

庁舎内に防犯カメラを設置し、防犯・警備機能を高めるセキュリティシステムを設置

します。 
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 基本方針３：環境にやさしい庁舎   

５－７ 環境負荷低減機能 
 

新庁舎が果たすべき役割となる「環境への配慮」として、省エネルギーや省資源化に

よる環境負荷の低減を検討します。 

 

（１）省エネルギーの推進 
自然採光や自然通風の有効活用や、外断熱工法や断熱サッシ、遮熱性の耐久性の高い

防水工法等の採用により、エネルギー消費量の削減を目指します。 

また、エネルギー管理システム*1 導入による、照明や空調設備の自動運転制御につい

て検討します。 

 

（２）再生可能エネルギーの活用 
電力消費や冷暖房負荷が軽減できるよう、太陽光発電等の再生可能エネルギーの導入

については、運用コストなど総合的に比較検証し導入を検討します。 

 

 

＜環境負荷低減に配慮した官庁施設イメージ図（国土交通省ＨＰより）＞ 

 

 

*1 エネルギー管理システム（ＥＭＳ）とは、センサーやＩＴ技術を駆使して、電力使用量の見え

る化（可視化）を行うことで節電の実現や、機器の制御を行って効率的なエネルギーの管理・制御を

行うためのシステムのこと。 

*2 ＶＯＣとは、揮発性有機化合物（Volatile Organic Compounds）の略称で、塗料、印刷イン

キ、接着剤などに含まれるトルエン、キシレン、酢酸エチルなどの総称です。「頭やのどが痛い」「め

まいや吐き気がする」などの症状が出る「シックハウス症候群」の原因の一つとされています。 

＊2
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５－８ 維持管理機能 
 

新庁舎は、長期間利用できるよう、将来の組織体制の変化も見据え、柔軟性や融通の

利くスペース作りを検討するとともに、設備の保全や更新なども効率よく柔軟に対応で

きるように整備します。 

また、長寿命化については、高耐久化とコスト面も考慮しながら検討します。 

 

（１）柔軟性や融通性の確保 
オープンフロア*1・フリーアクセスフロア*2・ユニバーサルレイアウト・可動式間仕切

り壁の採用等、レイアウトの自由度が高く、将来の組織体制に対応できるよう整備しま

す。 

 

（２）保全・更新時の配慮 
配管・配線・ダクトスペースは、点検や修繕が容易に行えるよう設置します。 

また、冷暖房、給排水、電気設備をゾーニングや系統分けをすることにより、効率よ

く柔軟に対応できるよう整備します。 

 

（３）建築物の長寿命化 
長期的な使用に十分耐えうるよう、柱・梁・床等の高耐久化を図ります。 

また、コスト面では、建築費用からメンテナンス、廃棄時の費用までの生涯費用を考

慮しながら検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 オープンフロアとは、壁や間仕切りのない開放的な空間のことで、デスク等の什器を自由にレ

イアウトすることが可能である。 

*2 フリーアクセスフロアとは、床下に電源や通信用の配線、空調設備などの機器を収納するスペ

ースを確保した床で、支柱やパネル等で床上げした工法（二重床）が挙げられる。 
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 基本方針４：まちづくりの拠点にふさわしい庁舎   

５－９ 市民活動機能 
 

まちづくりの拠点としての役割を担うため、各種情報を発信するスペースや市民が自

由に過ごすことができる待合スペースを設置します。 

また、駐車場は、イベント等で市民が活動・交流できるスペースとして活用します。 

 

（１）待合スペース 
市民が自由に過ごすことができる待合スペースを設置します。 

車いすやベビーカーなどの通行に支障がないゆとりあるスペースとし、来庁者が親し

みやすく網走らしさを感じられる空間を整備します。 

行政情報のほか、文化や歴史、観光や防災等に関する各種情報が得られる情報発信ス

ペースを設置します。 

 

（２）屋外スペース 
駐車場は単なる駐車スペースとしての利用の他に、イベントなど市民活動・市民交流

に貢献するスペースとして活用します。 

 

 

＜七福神まつりの様子＞ 

 

 
＜ノーストランクプラザの様子＞ 
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基本方針５：効率的で情報化に対応できる庁舎   

５－１０ ＩCＴ機能 
 

情報通信技術の革新により、将来的に市民へ提供するサービス形態も変化する可能性

があります。 

例えば、これまで紙面で行っていたサービスの電子化や、インターネットを使用した

窓口案内の導入などがあげられます。 

これらは、他市町村で既に導入・検証が行われており、人口減少や高齢化が進む当市

においても、情報通信技術を活用した効率的な行政サービスの導入を推進します。 

 

（１）来庁者へのサービス 
ＩＣＴ機能を活用した窓口申請手続きや庁舎外での簡易的な証明発行等を実現でき

る環境を整備します。 

また、待合スペースなどの市民が利用する共用スペースにフリーWi-Fi を設置し、市

民の利便性向上を図ります。 

 

（２）行政サービスのＩＣＴ＊１機能導入に向けて 
ロビーや会議室などでICT機能を活用し、ペーパーレス化や業務効率化を推進します。 

また、フリーアクセスフロアを導入し、将来のＩＣＴ環境変化へ対応できる環境を整

備します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1 ＩＣＴとは、「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で、情

報・通信に関する技術の総称。主に通信技術を活用したコミュニケーションのこと。 
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５－１１ 情報セキュリティ機能 
 

ＩＣＴ機能の導入に向けては、情報セキュリティを確立することが重要です。 

庁舎では、市民の個人情報を扱うため、電子データの漏洩や災害時のデータ消失など

のリスクを避けることができるよう、セキュリティレベルやバックアップ機能の強化を

行い、安全・安心な庁舎内ネットワークの形成を目指します。 

 

（１）セキュリティレベルやバックアップ機能の強化 
各業務サーバーのメンテナンスやセキュリティを考慮した、サーバー室を設置します。 

また、サーバー室は、網走市情報セキュリティポリシーに基づき、ＩＣカード等によ

る入退室管理を行うなど、特定の職員しか入室できない仕組みを構築します。 

さらに、日常の業務に支障をきたさないよう、バックアップ機能の強化を行います。 

 

（２）庁舎内ネットワークの形成 
庁内無線 LAN 等の導入にあたっては、アクセス制限の範囲を明確にするなど、セキ

ュリティレベルを設定し、安全・安心な庁舎内ネットワークの形成を目指します。 
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第６章 新庁舎の規模について 
 

新庁舎の規模については、新庁舎に配置する職員数や部署などを整理します。 

また、新庁舎に必要な面積・規模を算定するとともに、駐車場の規模についても検討

を進め、コンパクトな庁舎の実現を目指します。 

 
６－１ 新庁舎に配置する部署及び職員数 

 

新庁舎に配置する部署は、本庁舎、西庁舎、保健センターに分散している部課を集約

し、職員数はその人数を基準に検討します。 

また、議員数については、条例に規定されている定数を基準として、具体的な検討を

行います。 

 

（１）部署 
行政機能は、各種手続きや相談などを行う「窓口機能」のほか、全庁的な計画立案や

管理支援などを担う「行政事務機能」の二つに分類されますが、現在、これらの機能は

本庁舎や西庁舎などに分散しているため、社会教育部や子育て支援課の一部を除いた行

政機能を集約することを基本とします。 

また、健康推進課については、現在、保健センターに配置していますが、集約するこ

とで検討を進めます。 

 
（２）職員数 

新庁舎の面積算定に用いる職員数は、平成 31 年４月１日現在の本庁舎、西庁舎、保

健センターに在籍する職員（嘱託職員、臨時職員等含む）344 人を基準とします。 

 

（３）議員数 
議員数は、「網走市議会議員定数条例」に規定されている 16 人を基準とします。 
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＜表：新庁舎に配置する部署及び職員数一覧 平成 31 年４月１日現在＞ 
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６－２ 新庁舎の面積 
 

新庁舎の面積は、市民サービスや業務効率の低下を招くことのないよう、バリアフリ

ー・ユニバーサルデザイン機能や防災拠点機能、プライバシーの確保など、現庁舎で課

題となっている機能性を確保することを前提に検討を進めます。 

さらに、建設費用についても将来に過度な負担を残すことのないよう、今後の人口減

少も見据えた必要最低限の規模を念頭に、面積縮小に向けて取り組みます。 

 

（１）現庁舎の面積 
現在の本庁舎及び西庁舎の面積は、概ね 7,000 ㎡あり、職員が事務を行う「執務室」、

廊下や階段、トイレなどの「共用部」、会議室や書庫などの「その他」に分けて積算す

ると次のとおりとなります。 

 

＜現在の本庁舎、西庁舎の面積（㎡）＞ 
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（２）新庁舎の必要面積 
新庁舎に必要な面積は、現在の本庁舎と西庁舎の面積である 7,000 ㎡を基本に、フ

ァイリングシステムやユニバーサルレイアウトの導入等により、面積縮小に取り組み、

今後実施する設計において決定します。 

また、議会・議会関連諸室機能に必要な面積は、議員数に応じて議場の面積を検討す

るほか、議会事務局事務室や正副議長室、委員会室等の関連諸室を含めた適正な面積の

検討を行います。 

 

（３）国の基準や他市の事例との比較 
面積算定にあたり、国の定める基準を参考に試算した面積を記載します。 

また、道内市町の庁舎事例や当市と人口規模が類似している自治体の庁舎面積等につ

いて参考に記載します。 
 

＜表：国の面積算定基準による算定結果＞ 

 
 

＜表：全国庁舎事例＞ 
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６－３ 駐車場の規模 
 

現在、来庁者用駐車場については、本庁舎に 59 台、西庁舎に８台の合計 67 台が駐

車できます。 

「新庁舎建設に関する市民アンケート（令和元年 10 月実施）」により、市役所を訪

れる際に利用する主な交通手段の設問では、約８割の方が「自家用車で来庁される」と

いう結果となっています。 

なお、例年 3 月下旬から 4 月初旬の転出・転入申請時期や各種会議の開催が重なっ

た際に、本庁舎駐車場が不足し、職員が駐車場整理を行うことがありますが、年に数日

間程度対応することで調整できています。 

 

＜図：現庁舎の駐車場の状況＞ 

 

 

 

（１）来庁者用駐車場 
来庁者用駐車場の必要台数は、一般的な駐車台数算定方法として用いられる「市・区・

町・役所の窓口事務施設の調査」（関龍夫・著）及び「最大滞留量の近似的計算法」（岡

田光正・著）*1 により、当市の将来の人口推計値や市民アンケート結果も考慮しながら

試算すると、来庁者用駐車場の最大必要台数は 72 台／日となります。 

このことから、来庁者用駐車場は、現状以上の 72 台分の駐車スペースを確保すると

ともに、管理手法や利用しやすい環境整備などについて検討します。 

 

 

*1 駐車台数の算定について、他市町村の庁舎基本計画で採用実績のある計算法を採用しています。 

（北海道士別市・北海道岩見沢市・高知県中土佐町・群馬県板倉町他） 
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＜表：駐車台数の算定＞ 
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（２）公用車駐車場 
現在、本庁舎敷地内及び周辺市有地に 56 台の公用車を配置しています。 

新庁舎敷地内には、緊急時に対応する数台分の公用車駐車場を確保しながら、その他

の公用車は、現本庁舎駐車場等に配置することで検討を進めます。 

 

（３）その他 
障がい者をはじめ妊娠中の方などに配慮し、ユニバーサルデザインに配慮した駐車場

を確保します。 

また、夏季における自転車等の利用も考慮し、駐輪場として活用できるスペースを確

保します。 
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第７章 新庁舎の建設計画について 
 

新庁舎は、中心市街地にある「金市舘ビル跡地周辺敷地」に建設することとし、配置

計画や建築計画及び構造計画の整理を行い、新庁舎の建設計画の検討を行います。 

 
７－１ 配置計画 
 

（１）建設地の状況 
網走市都市計画マスタープランにおいて、行政・商業・業務機能の中心を担い、市民

や観光客の交流の場としての「都市拠点」のエリアに位置づけされています。 

また、新庁舎の建設地の周辺は、古くからの商業地であり、さらに多くの金融機関、

医療機関をはじめ、市民・観光客が利用する飲食店街や公的住宅を含む住宅地が混在し、

網走中央商店街（apt.4）と国道 244 号線に接する網走市の中心市街地に位置していま

す。 

 

＜図：建設地周辺の概要＞ 
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（２）建設地 
建設地は、３つの所有者に分かれています。 

① 金市舘ビル跡地（青色）は、網走中央商店街振興組合が所有しています。 

② 市道南５条通（橙色）は、国が所有しています。 

③ 市道南５条通の南側（緑色）は、市が所有しています。 

なお、市道南５条通は、廃道とすることを想定し、新庁舎の建設敷地とします。 

新庁舎の建設敷地については、以下の２案で検討を進めます。 

 

【Ａ案】 

Ａ案では、金市舘ビル跡地 2,160.88 ㎡、市道用地約 550 ㎡、市有地 1,226.52 ㎡

の合計約 3,937.40 ㎡を新庁舎の敷地面積とします。 

 

所在地 ：南４条東１丁目８番、９番、10 番３ 

南５条東１丁目１番、２番、３番、８番１、９番、10 番 

南６条東１丁目２番２、３番２、４番３ 

用途地域：商業地域 

防火地域：準防火地域 

敷地面積：約 3,937.40 ㎡ 

建ぺい率：80％（角地緩和 90％） 

容 積 率：400％ 

 

【Ｂ案】 

Ｂ案では、現在、駐車場として利用されている隣接地（民有地）856.08 ㎡（508.98

㎡＋347.10 ㎡）を加えた約 4,793.48 ㎡を新庁舎の敷地面積とします。 

 

所在地 ：南４条東１丁目８番、９番、10 番３ 

南５条東１丁目１番、２番、３番、７番、８番１、８番２、９番、10 番 

南６条東１丁目２番１、２番２、２番３、３番１、３番２、４番３ 

用途地域：商業地域 

防火地域：準防火地域 

敷地面積：約 4,793.48 ㎡ 

建ぺい率：80％（角地緩和 90％） 

容 積 率：400％ 
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（３）配置イメージ 
Ａ案、Ｂ案ともに、金市舘ビル跡地及び市道敷地を駐車場・イベント広場ゾーンとし

て活用します。 

庁舎を建設する庁舎ゾーンは、Ａ案では市有地を活用します。また、Ｂ案では市有地

及び隣接地を活用します。 

Ｂ案の場合、庁舎ゾーンが国道 244 号に面することから、Ａ案に比べて、庁舎への

出入りやバス利用者の利便性が向上します。 

 

＜表：配置イメージの検討＞ 

 

 

（４）建物ボリュームの検討 
新庁舎の面積を 7,000 ㎡で計画した場合、建物の高さは、Ａ案で８階建て程度とな

り、B 案で６階建て程度になることが想定されます。 

設計段階では、建物ボリュームが周囲に与える影響や市民の利便性、業務効率化など

を考慮しながら詳細な検討を行います。 
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＜表：建物ボリューム（建築・延床面積、階、高さ）のイメージ＞ 

 

  



第７章 新庁舎の建設計画について 

28 

７－２ 建築計画 
 

市民が利用しやすく、職員の業務効率化を高める平面モデル、コア配置と廊下位置の

組み合わせ、階層計画を整理し、設計時の詳細な検討を行う方向性を示します。 

 

（１）平面モデル 
新庁舎のレイアウトを検討するにあたり、コア（階段・エレベーター・トイレなど）

の配置パターンを確認します。 

7－1（４）の建物ボリューム検討のとおり、１フロアあたりの床面積は、800～1,200

㎡程度が想定されます。 

１フロアあたりの床面積を考慮し、見通しが良く、市民が利用しやすい窓口・執務空

間を確保するために、中央コア等は避け、分散コア・偏心コアの採用を前提に、効率的

な面積利用を重視して検討を進めます。 

 

＜表：コアの配置パターン＞ 
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（２）業務効率を高めるコア配置と廊下の組み合わせ 
分散コア・偏心コアを軸に、執務室や廊下の組み合わせを検討しながら、業務効率を

高める配置案を整理します。 

 

＜表：コア配置と廊下位置の組み合わせ＞ 
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（３）階層計画 
新庁舎は、市民の利便性や災害時の対応、一時避難機能を考慮して、概ね以下の階層

構成とします。 

 

〇窓口エリア 

市民の利用頻度が高い窓口をアクセスが容易な低層階に配置し、関連部署を近接させ

るなど利便性の高い配置とします。 

 

〇市民利用エリア 

市民が利用しやすく、必要に応じて多目的に活用できるように、市民が集うロビーや

待合スペース等は、アクセスが容易な低層階に配置します。 

 

〇行政事務エリア 

市民の利用頻度が低いことから、中高層階に配置し、業務の関係性が高い部署間の連

携を考慮した配置とします。 

 

〇災害対応エリア 

災害対策本部は、災害対策活動を迅速に進めることに配慮し、市長・副市長室と災害

対応にあたる総務防災課は同一階に配置します。 

また、エレベーターが停止した場合等も考慮し、階段を使って利用することを想定し

た中層階に配置します。 

さらに、サーバー室や電気室等の重要諸室は、想定外の浸水被害を考慮して、中層階

以上に配置します。 

 

〇一時避難エリア 

災害時の一時避難場所は、各フロアの会議室や議場を兼用して配置します。 

 

〇議会エリア 

 議会機能は１フロアに集約し、議会の独立性を考慮して高層階に配置します。 
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＜表：各エリアの階層イメージ＞ 
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７－３ 構造計画 
 

国土交通省では、国家機関の建築物及びその附帯設備として必要な耐震性能を確保す

るため、「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」により、施設の性質に応じた建物の

耐震安全性の目標を定めています。 

新庁舎は、国の定めた耐震安全性の目標に準じるとともに、構造形式を把握・比較検

証し、総合的な観点から「耐震構造」を採用します。 

 

（１）耐震安全性の目標 
大規模地震が発生した場合にも、防災拠点施設としての機能が十分発揮できる耐震性、

安全性を有する施設とするため、国の定めた「官庁施設の総合耐震・対津波計画基準」

に準じ、耐震安全性の目標を Ⅰ類 — A 類 — 甲類 に設定します。 

 

＜表：耐震安全性の目標（官庁施設の総合耐震・対津波計画基準より）＞ 
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（２）構造形式の比較検証 
建物の構造形式は、耐震構造・制振構造・免震構造の３つに区別されます。 

どの構造形式を採用しても目標とする耐震安全性は確保できますが、各構造形式の特

徴、補修性、工事費などの比較検証を行います。 

 

〇耐震構造 

イニシャルコスト＊1、ランニングコスト＊2 ともに最も安価な構造です。 

また、設計方法、施工方法とも一般的なものであり、大規模地震発生時の点検及び補

修についても専門技術者の必要がなく、地元の技術者による迅速な対応が可能となりま

す。 

さらに、設計期間、工事期間が他の工法に比べ短期間で済むため、早期に新庁舎の供

用を開始できるといったメリットがあります。一方で、大規模地震時に建物が他の工法

に比べて揺れやすいというデメリットがありますので、設計段階において、什器類の転

倒防止対策を講じるほか、サーバー室等へ免震床を設置するなどの対策により、安全性

を確保することが必要です。 

 

〇制振構造 

耐震構造に比べると大規模地震発生時に建物の揺れが小さいという特徴があり、大規

模地震発生時においても、通常どおりに施設機能を保持する必要がある場合など、高い

耐震性能が求められる場合に採用される工法ですが、他の自治体の新築庁舎の整備にお

いては、ほとんど採用事例がありません。 

 

〇免震構造 

大規模地震発生時の揺れが建物に伝わることを抑制することが可能で、制振構造と同

様に大規模地震発生時においても、通常どおりに施設機能を保持する必要があるなど、

特に高い耐震性能が求められる場合に採用される工法です。 

しかし、建設費は他の工法に比べて５％から１０％程度費用が高くなる傾向があり、

建物の供用後も免震装置１基当たり、年額３万円から４万円程度の定期点検費用が必要

となるなど、イニシャルコスト、ランニングコストともに他の工法に比べて費用負担が

大きくなるほか、一般的に設計期間が４か月程度、工事期間が２か月程度長くなるとい

ったデメリットがあります。 

 

 

 

*1 イニシャルコストとは初期段階で必要な費用のことで、庁舎建設においては調査費・設計費建

設費が挙げられる。 

*2 ランニングコストはイニシャルコストとは異なり、維持管理に必要な費用のことで、庁舎では、

水光熱費や建物の点検、修繕にかかる費用が挙げられる。 
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（３）構造形式の採用 
新庁舎の構造形式の選定に当たっては、将来に過度な財政負担を生じさせないため、

イニシャルコスト、ランニングコストを抑制する観点や大規模地震発生時の点検及び補

修に迅速に対応する観点も重要です。 

これらの観点を踏まえると、耐震構造は、イニシャルコスト、ランニングコストとも

に安価な工法です。また、施工も一般的なものであることから、地元企業での対応が可

能であるほか、大規模地震発生時の点検及び補修についても地元企業による迅速な対応

が可能となることから、構造形式は「耐震構造」を採用します。 

 

＜表：構造形式の比較＞ 

 


